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1. 総論
（1） 基本方針

施設・事業所としての災害対策に関する基本方針を記載する。

	①利用者の安全を確保して人命の安全を最優先で守る。
②サービスを維持して自施設（事業所）の経営を維持する。
被災時にも事業を継続し、法人経営を健全に保つ。
被災時に必要となる人員や物資等の必要資源や対応方法を検討する。

③中断する事があっても早期に再開して利用者・その家族からの信頼を守る。
被災によるサービス停止は、利用者の生命の危険や機能低下をもたらす為、被災時であっても命に関わる最低限のサービスは継続する必要がある。

④介護事業者としての責任（サービスの提供）を果たし、職員の雇用を守る。
被災時にも事業を継続する事は、職員の雇用を守る上で重要である。
⑤利用者のライフラインとしての役割を果たし、地域社会の貢献を維持する。
避難所としての指定を受け、被災時には、地域の被災者を受け入れる拠点であり、日頃から地域と協力し活動を行っている。
BCP作成の中で、被災時の対応方法や地域との連携について検討する事により、地域の災害対応力に寄与し、地域における信頼度の向上に繋がる。



＊法人本部の基本方針と同じであれば、それらを記載しても構わない。

（2） 推進体制

平常時の災害対策の推進体制を記載する。

	（記入フォーム例）

主な役割

部署・役職

氏名

補足

責任者
理事長
BCP推進責任者
常任理事
BCP推進チーム
施設長
副施設長
事務長
看護師長
総務課長
リハビリ課長
介護課長



（3） リスクの把握

1 ハザードマップなどの確認

施設・事業所が所在するハザードマップ等を掲載する（多い場合は別紙として巻末に添付する）。
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〔参考〕
①国土交通省　ハザードマップポータルサイト

https://disaportal.gsi.go.jp/
②国土交通省　地点別浸水シミュレーション検索システム（浸水ナビ）

https://suiboumap.gsi.go.jp/
③国土交通省　川の防災情報
https://www.river.go.jp/index
④J-SHISハザードステーション

https://www.j-shis.bosai.go.jp/
⑤NHKハザードマップ
https://www.nhk.or.jp/kishou-saigai/hazardmap/
〔地震によるリスク〕
窓ガラス：窓ガラスの飛散による避難経路が通れないなど。（飛散防止フィルムや靴の準備）
停電：エレベーター等が使用できない、非常用電源がどの程度使用できるか等。
避難経路の確認：周辺を確認し、車いすなどの移動が困難な悪路の場合は施設に留まるという想定も必要。


2 被災想定

大きな被害が予想される災害について、自治体が公表する被災想定を整理して記載する。

　【自治体公表の被災想定】

	＜項目例＞

※施設や事業所が無事でも、地域全体の交通網が遮断され、物流がストップすると様々な物資が届かなくなる可能性が想定されます。
交通被害

道路：天白川の氾濫により東海道、国道1号線、愛知県道59号線通行止め。浸水による被害で3日間通行不能。
橋梁：天白橋の崩落により東海道交通負不可。
鉄道：地下鉄東海通線の運休停止。
ライフライン

上水：1週間断水、非常食や水分の確保。
下水：1週間使用できず。簡易トイレで対応。
電気：3日間停電
ガス：1週間、都市ガスが停止。
通信：被災直後はダウン



　【自施設で想定される影響】

　自治体発表の被災想定から自施設の設備等を勘案のうえ記載する。また、時系列で整理することを推奨する。

	＜記入フォーム例＞

当日

2日目

3日目

4日目

5日目

6日目

7日目

8日目

9日目

（電力）

自家発電機　→

復旧

→

→

→

→

→

→

電力

停電
→
復旧
ＥＶ

不能

→

飲料水

断水

→

→

→

→

→

復旧

生活用水

無し

→

→

→

→

→

復旧

ガス

停止

→

→

→

→

→

復旧

携帯電話

不能

→

可能

メール

不能

→

可能




（4） 優先業務の選定

1 優先する事業

複数の事業を運営する施設・事業所では、どの事業（入所、通所、訪問等）を優先するか
（どの事業を縮小・休止するか）を法人本部とも連携して決めておく。

	＜優先する事業＞

（１）特別養護老人ホーム
（２）訪問介護
（３）居宅介護支援
＜当座停止する事業＞

（１）通所サービス
（２）ショートステイ
（３）自費サービス
※被災時に優先する・停止する事業を記入しましょう。ただし、絶対的なものではなく、被災時の状況によって、柔軟に対応する必要があります。



2 優先する業務

上記優先する事業のうち、優先する業務を選定する。

	（記入フォーム例）

優先業務
必要な職員数
朝
昼
夕
夜間
与薬介助
　人
　人
　人
　人
排泄介助
　人
　人
　人
　人
食事介助
　人
　人
　人
　人
　入浴介助（被災時には清拭）
　人
　人
　人
　人
医療的処置
　人
　人
　人
　人
※ユニット型や小規模型の施設である場合、1日の24時間シートを活用し、業務負担や役割の明確化を図ることで記入がしやすくなります。



（5） 研修・訓練の実施、ＢＣＰの検証・見直し
1 研修・訓練の実施

訓練実施の方針、頻度、概要等について記載する。

	・研修は年1回、全職員が参加して行う。
・研修の様子は録画して、参加できない職員は、後日ビデオ受講とする。
※ビデオ録画等困難な場合は、取り組みの概要を実施責任者がここに時間をとるか、講義を分けて実施し、そのことを記録として残しておく。
・訓練は施設は年2回。在宅は年1回の実施を基本とする。
・可能な限り全職員が参加して実施。
※参加できなかった職員には個別に訓練及び指導を実施・確認後、記録を残す。
・被災の状況を事前に想定して、ＢＣＰを発動後、ＢＣＰの記載に添って部署ごとに対応する。
・グループ毎に一連の訓練を実施し、他のグループはその状況を評価する。
・訓練の様子は録画して、研修等に活用する。
・職員に対して、口頭もしくは書面で問題点・改善点を報告させる。

※研修は年1回以上、訓練は介護施設が年2回以上、在宅サービスは年1回以上の実施が義務化。



＊訓練が一過性で終わらず、継続して実施することを担保する。

2 ＢＣＰの検証・見直し

評価プロセス（●●委員会で協議し、責任者が承認するなど）や定期的に取組の評価と改善を行うことを記載する。

	・研修及び訓練後、ＢＣＰ委員会を開催。
・訓練の録画、グループの評価状況を検証する。
・参加職員からの意見を集約して、問題点、改善点を評価する。
・ＢＣＰの修正、改善点を検討し、必要に応じて、ＢＣＰの内容を見直す。
・次回の研修、訓練のテーマを検討する。
※ＢＣＰは永遠に完成はしません。研修や訓練を行う度に方法や手順を検証してＢＣＰを見直し修正を加え、徐々にバージョンアップさせていくものです。



＊継続してＰＤＣＡサイクルが機能するよう記載する。

2. 平常時の対応

（1） 建物・設備の安全対策

1 人が常駐する場所の耐震措置
	場所
	対応策
	備考

	建物
	定期検査を実施
	目視と業者依頼

	本棚　書庫
	ボルト等で固定
	

	パソコン
	耐震マット・ストッパーで固定
	ノートＰは収納

	
	
	

	
	
	


※建物の建築年数を確認してください。

「1981年以前に建てられた、築40年以上の建物」については耐震補強が必要となります。また、築年数が新しくても木造と鉄筋コンクリートでは強度が異なります。ブロックやタイル、屋根瓦、看板などは落下のリスクがあります。塀なども強い地震の場合は倒壊の恐れがあり、必要に応じて事前の補強が求められます。家具やロッカーなども必要に応じてボルト等で固定することを検討してください。
2 設備の耐震措置
	対象
	対応策
	備考

	居室
	ＴＶや家具の固定、転落防止
	定期的に確認

	共有スペース
	ＴＶや家具の固定、転落防止
	

	事務室
	書庫やパソコンの固定
	積み上げ物の整理

	窓ガラス
	避難経路は飛散防止フィルム
	

	消化器
	定期的に点検
	

	食堂
	テレビや家具の固定、転落防止
	

	廊下
	備品、キャビネットの固定
	

	
	
	


※設備等に関しては、定期的な日常点検を実施する。
3 水害対策
	対象
	対応策
	備考

	浸水リスク確認
	月１回担当者、年1回で業者点検
	

	外壁の点検
	月1回担当者、年1回で業者点検
	

	防火扉
	開閉の定期チェック
	

	台風対策
	庭等の飛散するものを撤去
	

	屋上の防水
	月1回担当者、年1回業者点検
	

	窓ガラス
	飛来物による破損対策
	

	垂直避難
	屋上で救助を待つ際の備蓄資材
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※水害対策ではハザードマップで確認された浸水の深さに対する準備を行います。軽微な浸水であれば土壌等を用意し、1階部分が水没するような場合は上階や屋上、屋根に垂直避難することを想定して、対応策を検討します。
（2） 電気が止まった場合の対策

被災時に稼動させるべき設備と自家発電機もしくは代替策を記載する。

	稼働させるべき設備
	自家発電機もしくは代替策

	喀痰吸引機
	自家発電

	パソコン
	自家発電　※ノートの場合はカーバッテリーなど

	照明器具
	自家発電

	電動ベッド
	自家発電　※ポータブル充電機等

	医療機器
	自家発電


	スマートフォン
	カーバッテリー、ポータブル充電器

	空調
	自家発電

	冷蔵庫
	自家発電


※自家発電は電力量が限られている為、普段の使用量と合わせて、節電や節電機器の利用を日頃から検討しておく必要があります。また、自家発電の電力量をきちんと確認し、普段の使用量との差をきちんと確認しておきましょう。
ポータブル発電機などを複数台準備しておくと、緊急時の電力確保（携帯・パソコン）が簡易となり、ソーラー充電に対応しているものもあるので、長期にわたり重宝されることになりますので検討をすることをお勧めします。（1台10数万円～）
（3） ガスが止まった場合の対策

被災時に稼動させるべき設備と代替策を記載する。

	稼働させるべき設備
	代替策

	調理器
	ＬＰガスに切り替え

	
	

	
	

	
	


※ガスの供給がストップした時でも食事がとれるように、非常食の備蓄等も検討しましょう。
（4） 水道が止まった場合の対策

被災時に必要となる飲料水および生活用水の確保を記載する。

1 飲料水

	・ペットボトルを〇皆倉庫と、各界の居室に常備。
・1人1日2ℓのペットボトル×人数分×3日分を備蓄。
・管理担当者が賞味期限、消費期限を管理
・今後、汚水を飲用水に変える浄水器の購入を検討。




＊備蓄の場合は、備蓄の基準（2㍑ペットボトル●本（●日分×●人分）などを記載）

2 生活用水

	・井戸水の活用（飲用負荷）
・浴槽を生活用水タンクとして活用
・救助が入った後、給水車からの給水に備えて、ポリタンクを〇ℓ分備蓄
・食器の洗浄がいらない様に、紙コップ・紙皿を備蓄
・トイレは簡易トイレ、ポータブルトイレを利用




＊貯水槽を活用する場合は容量を記載。ポリタンクを準備する場合は容量と本数を記載。
（5） 通信が麻痺した場合の対策

被災時に施設内で実際に使用できる方法(携帯メール)などについて、使用可能台数、バッテリー容量や使用方法等を記載する。

→　携帯電話／携帯メール／ＰＨＳ／ＰＣメール／ＳＮＳ等

	・自動車のバッテリーを使って、スマートフォンやノートパソコンを充電できる様に、バッテリー充電用のソーラーシステム〇台、ポータブル充電器〇台、カーインバーター〇台購入して備蓄。それぞれの充電機能などの定期的な確認を1年に1回実施。
・安否確認、緊急連絡用にＳＮＳに専用ページを開設。LINEやFacebook等も活用。
・Wi-Fiが利用出来ないことを想定して、スマートフォンはデザリング契約を結ぶ。
・職員連絡網を整備して施設と連絡が取れない場合は職員間の連絡を試みる。
・消防団等が所持する緊急無線の使用許可を得ておく。




（6） システムが停止した場合の対策

電力供給停止などによりサーバー等がダウンした場合の対策を記載する（手書きによる事務処理方法など）。

浸水リスクが想定される場合はサーバーの設置場所を検討する。

データ類の喪失に備えて、バックアップ等の方策を記載する。

	・クラウドサービスを契約して、ネット上にファイルを保管する。
・サーバー上の情報も可能な限りクラウド上に定期的にバックアップして保存。
・セキュリティに配慮して、重要ファイルは管理者限定など、閲覧制限を設ける。
・紙ベースの書類も、可能な限り電子データに変換して保存する。
・避難時に持ち出す重要書類を事前に決めて、保管場所を特定しておく。
・BCPのコピーは、複数の場所に保管する。



※SNSなど、複数の連絡先を確保しておきましょう。
（例）LINE、Facebookなど
※災害時有線電話の契約を検討。電気通信事業者への事前申し込みが必要で、被災時に発信制限がかけられない電話です。
※パソコンなどのデータの復旧について、クラウドやサーバーなどへの情報ストックを検討しBCPに記載しましょう。
※クライドサービスの検討をしましょう。
（例）Dropbox、onedrive、GoogleDrive等
（7） 衛生面（トイレ等）の対策

被災時は、汚水・下水が流せなくなる可能性があるため、衛生面に配慮し、トイレ・汚物対策を記載する。

1 トイレ対策

【利用者】
	・停電、断水時は、速やかに簡易トイレを設置し、利用者に案内する。
・プライバシーに配慮した設置場所を事前に決めておく。
・汚物やゴミ等の一時保管場所を決め、被災時には壁にどこが保管場所でどこがゴミ捨て場なのかが分かるような印を貼る等して周知する。
・汚物の処理に使用する消臭固定剤等を備品に加える。
※汚物処理の方法などもにおいが出ない様に対応を共有しておく。
※備蓄するトイレの種類や個数の検討の必要です



【職員】
	・停電、断水時は速やかに簡易トイレを設置して、職員に案内する。
・プライバシーに配慮した設置場所を事前に決めておく。
・女性職員向けの衛生用品も備蓄品に加える。




2 汚物対策

排泄物や使用済みのオムツなどの汚物の処理方法を記載する。

	・排泄物、使用済みの紙おむつ等の処理方法は以下の通り。
（地震等）施設裏のゴミ捨て場周辺に衛生面に配慮して保管。
（浸水等）１階が浸水した場合を想定して、衛生面に配慮して屋上に保管
・排泄物はビニール袋で密閉、利用者から隔離できる、○○に保管する。
※保管場所について臭い等普段から消臭対応策などを検討を行っておく必要がある。



（8） 必要品の備蓄

被災時に必要な備品はリストに整理し、計画的に備蓄する（多ければ別紙とし添付する）。定期的にリストの見直しを実施する。備蓄品によっては、消費期限があるため、メンテナンス担当者を決め、定期的に買い替えるなどのメンテナンスを実施する。

【飲料・食品】

	品名
	数量
	消費期限
	保管場所
	メンテナンス担当

	無洗米
	
	
	〇皆倉庫
	

	飲料水
	
	
	〇皆倉庫
	

	缶詰
	
	
	〇皆倉庫
	

	経管栄養食.
	
	
	〇皆倉庫
	

	高カロリー食
	
	
	〇皆倉庫
	

	カップ麺
	
	
	〇皆倉庫
	

	
	
	
	
	


※その他、インスタント食品、栄養ドリンク、嚥下食（やわらか食）等
※（数の参考）水：１人１日3ℓ、3日で9ℓ。食料：一人1日3食、3日で9食。…等
【医薬品・衛生用品・日用品】

	品名
	数量
	消費期限
	保管場所
	メンテナンス担当

	絆創膏
	
	
	〇皆倉庫
	

	消毒アルコール
	
	
	〇皆倉庫
	

	マスク
	
	
	〇皆倉庫
	

	ゴム手袋
	
	
	〇皆倉庫
	

	ゴミ袋
	
	
	〇皆倉庫
	

	オムツ
	
	
	〇皆倉庫
	

	毛布
	
	
	〇皆倉庫
	


※その他：消毒剤、脱脂綿、包帯、三角巾、ウェットティッシュ、生理用品、タオル
【備品】

	品名
	数量
	保管場所
	メンテナンス担当

	体温計
	
	〇皆倉庫
	

	血圧計
	
	〇皆倉庫
	

	パルスオキシメータ
	
	〇皆倉庫
	

	ポリタンク
	
	〇皆倉庫
	

	カセットコンロ
	
	〇皆倉庫
	

	
	
	
	


（9） 資金手当て

　　　災害に備えた資金手当て（火災保険など）を記載する。

緊急時に備えた手元資金等（現金）を記載する。

	火災保険　　：　○○保険会社

地震保険　　：　保険会社
賠償責任保険：　○○保険会社
※免責項目
賠償責任保険では、地震、噴火、洪水、津波または高潮に起因する損害賠償責任は担保されない。



　＊地震保険の保険契約については地域によって制限がある
3. 緊急時の対応

（1） ＢＣＰ発動基準

地震の場合、水害の場合等に分けてBCPを発動する基準を記載する。

	【地震による発動基準】

本書に定める緊急時体制は、○○市周辺において、震度〇以上の地震が発生し、被災状況や社会的混乱を総合的に勘案し、施設長が必要と判断した場合に、施設長の指示によりBCPを発動し、災害対策本部を設置する。
【水害による発動基準】

・暴雨洪水警報（土砂災害）、洪水警戒が発表された時。
・台風により高潮注意報が発表された時。



また、管理者が不在の場合の代替者も決めておく。

	管理者
	代替者①
	代替者②

	
	
	


（2） 行動基準

発災時の個人の行動基準を記載する。

	被災時の行動指針
1、 自身及び利用者（在宅時は家族）の安全確保。
2、 二次災害への対策（火災、建物倒壊O）
3、 入所系サービス利用者の生命維持
4、 法人内施設間の連携と外部機関との連携
5、 情報発信




（3） 対応体制

対応体制や各班の役割を図示する。代替者を含めたメンバーを検討し、記載する。

	
[image: image1]



（4） 対応拠点

緊急時対応体制の拠点となる候補場所を記載する（安全かつ機能性の高い場所に設置する）。

	第１候補場所
	第２候補場所
	第３候補場所

	〇階：会議室
	〇階：事務室
	〇階：○○室


（5） 安否確認

1 利用者の安否確認

震災発生時の利用者の安否確認方法を検討し、整理しておく（別紙で確認シートを作成）。なお、負傷者がいる場合には応急処置を行い、必要な場合は速やかに医療機関へ搬送できるよう方法を記載する。

	【安否確認ルール】

別紙、安否確認シートを用いて記録し、○○に提出する。
負傷者がいる場合、看護師が応急処置をした上で、必要な場合は救急搬送する。

※安否確認シートは、高齢労働省「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」参照。
【医療機関への搬送方法】

○○病院、または提携先、協力病院の○○病院へ緊急搬送する。



2 職員の安否確認

地震発生時の職員の安否確認方法を複数検討し準備しておく（別紙で確認シートを作成）。　
（例）携帯電話、携帯メール、ＰＣメール、ＳＮＳ等

	【施設内】

職員の安否確認は、利用者の安否確認と合わせて各エリアでエリアリーダーが点呼を行い施設長（事業所長）に報告する。
【自宅等】

自宅棟で被災した場合、（時地域で震度5以上）①電話②携帯メール③災害用伝言ダイヤル④LINE等のSNSで、施設に自信の安否確認を報告する。
報告する事項は、自身・家族が無事かどうか、自宅の状況、出勤可否とする。




※出勤時と自宅にいる場合、それぞれの安否確認の方法をBCP委員会で検討しておきましょう。
（6） 職員の参集基準

発災時の職員の参集基準を記載する。なお、自宅が被災した場合など参集しなくてもよい場合についても検討し、記載することが望ましい。

	通信の麻痺により、施設から職員への連絡が困難になる為、安否確認連絡次に出勤可能か出勤の場合の通勤所要時間を連絡する。
以下に該当する場合は、職員は指示が無くても出勤を原則とする。
1、 震度6以上の地震の発生。
2、 洪水警報等の発令
ただし、以下に該当する場合は、出勤しない選択が可能とする。

1、 自身または家族が負傷して、救助を待つ場合。
2、 浸水、道路の陥没で移動に危険を伴う場合。



（7） 施設内外での避難場所・避難方法

地震などで一時的に避難する施設内・施設外の場所を記載する。また、津波や水害などにより
浸水の危険性がある場合に備えて、垂直避難の方策について検討しておく。
【施設内】

	
	第１避難場所
	第２避難場所

	避難場所
	〇階：○○室
地震などで避難所の移動が想定される場合
	〇階：○○室
浸水、津波等で垂直避難場必要な場合

	避難方法
	避難ルートを使用。自力で避難できない利用者は、○○を使用する。
	エレベーターはリスクが高いので、徒歩で階段を使用。自力で避難できない利用者は〇〇を使用する。


【施設外】

	
	第１避難場所
	第２避難場所

	避難場所
	○○病院
	○○公民館

	避難方法
	徒歩。利用可能な場合は送迎者を重度者優先で使用する。

	徒歩。利用可能な場合は送迎者を重度者優先で使用する。


（8） 重要業務の継続

優先業務の継続方法を記載する（被災想定（ライフラインの有無など）と職員の出勤と合わせて時系列で記載すると整理しやすい）。

	※ここでは優先業務を継続的に行うためにはどのような対応をしていけばよいかを明記。
・食事　：　当面は必要な利用者のみ。
・排泄　：　当面は紙おむつで対応。
・口腔ケア：職員の出勤率が50％以上の場合、うがい等を実施。
・入浴　：　当面は清拭にて対応。
・医療処置：主治医及び看護師と協議の上、対応策を協議。
（ＡＤにより、事前の取り決めを行っておく）

※ＡＤ（アドバンスディレクティブ：ＡＣＰの実施における事前指示書。ＡＣＰの取り組みにより定期的に見直しが必要。）


（9） 職員の管理

1 休憩・宿泊場所

震災発生後、職員が長期間帰宅できない状況も考えられるため、候補場所を検討し、指定しておく。

	休憩場所
	宿泊場所

	〇階共有スペース
	地域交流スペース

	食堂
	〇階談話室

	
	宿直室

	
	

	
	


2 勤務シフト

震災発生後、職員が長期間帰宅できず、長時間勤務となる可能性がある。参集した職員の人数により、なるべく職員の体調および負担の軽減に配慮して勤務体制を組むよう災害時の勤務シフト原則を検討しておく。

	【災害時の勤務シフト原則】

〇階
（A班）
リーダー：
メンバー：
（B班）
リーダー：
メンバー：
〇階

（A班）

リーダー：

メンバー：

（B班）

リーダー：

メンバー：
※出勤状況に応じて割り振る



（10） 復旧対応

1 破損個所の確認

復旧作業が円滑に進むように施設の破損個所確認シートを整備し、別紙として添付しておく。

	＜建物・設備の被害点検シート例＞

対象
状況（いずれかに○）
対応事項/特記事項
建物・設備
躯体被害
重大／軽微／問題なし
エレベーター
利用可能／利用不可
電気
通電　／　不通
水道
利用可能／利用不可
電話
通話可能／通話不可
インターネット
利用可能／利用不可
・・・

建物・設備

（フロア単位）
ガラス
破損・飛散／破損なし
キャビネット
転倒あり／転倒なし
天井
落下あり／被害なし
床面
破損あり／被害なし
壁面
破損あり／被害なし
照明
破損・落下あり／被害なし
・・・




2 業者連絡先一覧の整備
円滑に復旧作業を依頼できるよう各種業者連絡先一覧を準備しておく。
	業者名
	連絡先
	業務内容

	○○エレベーター
	
	

	○○工務店
	
	

	○○商事
	
	

	
	
	


3 情報発信（関係機関、地域、マスコミ等への説明・公表・取材対応）
公表のタイミング、範囲、内容、方法についてあらかじめ方針を定めて記載する。

	テレビや新聞からの取材申し込みがあった場合、〇〇事務長が窓口となって対応する。
また、以下の場合のみ受け入れる。
・複数のマスコミによる共同取材の申し込み。



4. 他施設との連携
（1） 連携体制の構築

1 連携先との協議

連携先と連携内容を協議中であれば、それら協議内容や今後の計画などを記載する。

	（202〇年〇月〇日時点）
・○○と連携協議中
年内に締結の見込み。
※協議連携先と連携内容を協議中であれば、その協議内容や今後の計画などを記載。
〈主な項目〉
・先方の施設・事業所名、種別、所在地など
・これまでの協議の経緯
・決定している事項
・今後検討すべき事項
・今後のスケジュール
※連携先例
病院、近隣福祉施設、公共施設（学校など）




2 連携協定書の締結

地域との連携に関する協議が整えば、その証として連携協定書を締結し、写しを添付する。

	202〇年〇月○日現在検討中
※締結していればｍ連携協定書を締結し、写しを添付する。
〈主な項目〉
・連携の目的
・利用者の相互受け入れ要領
・人的支援（職員の施設間派遣等）
・物的支援（不足物資の援助・搬送など）
・費用負


3 地域のネットワーク等の構築・参画

施設・事業所の倒壊や多数の職員の被災等、単独での事業継続が困難な事態を想定して、施設・事業所を取り巻く関係各位と協力関係を日ごろから構築しておく。地域で相互に支援しあうネットワークが構築されている場合はそれらに加入することを検討する。

【連携関係のある施設・法人】

	施設・法人名
	連絡先
	連携内容

	
	
	職員・物資等に関する相互協力

	
	
	

	
	
	


【連携関係のある医療機関（協力医療機関等）】

	医療機関名
	連絡先
	連携内容

	
	
	緊急搬送の受け入れ

	
	
	

	
	
	


【連携関係のある社協・行政・自治会等】

	名称
	連絡先
	連携内容

	○○社会福祉協議会
	
	情報共有

	○○町内会
	
	一時避難の受け入れ、物資援助など

	○○市役所
	
	情報共有

	
	
	


（2） 連携対応

1 事前準備

　　　連携協定に基づき、被災時に相互に連携し支援しあえるように検討した事項や今後準備すべき事項などを記載する。

	連携先との以下脳項目を記載する。
・被災時の連絡、連絡方法
・備蓄の拡充
・職員派遣の方法、受け入れスペースの確保
・相互交流　等




2 入所者・利用者情報の整理

避難先施設でも適切なケアを受けることができるよう、最低限必要な利用者情報を「利用者カード」などに、あらかじめまとめておく。

	避難時に備えて利用者情報を記載した「利用者カード」※利用者情報を記載したカード（BCP委員会で検討が必要）を作成する。
避難が必要になった場合には、利用者とともに避難先に預ける。



3 共同訓練

連携先と共同で行う訓練概要について記載する。

	町内会と合同で防火訓練を行う。
津波小野発生による浸水が想定される場合には、地域に津波避難所として施設を開放する。同時に地域の方に利用者を上階まで搬送するよう支援してもらう。
これを想定した訓練を実施する。



5．地域との連携
（1） 被災時の職員の派遣
（災害福祉支援ネットワークへの参画や災害派遣福祉チームへの職員登録）

地域の災害福祉支援ネットワークの協議内容等について確認し、災害派遣福祉チームのチーム員
　としての登録を検討する。

	災害派遣福祉チームにチーム員として職員を登録する。
事務局への協力、被災時に災害派遣福祉チームのチーム員としての支援活動等を積極的に行う。



（2） 福祉避難所の運営

1 福祉避難所の指定

福祉避難所の指定を受けた場合は、自治体との協定書を添付するとともに、受入可能人数、
受入場所、受入期間、受入条件など諸条件を整理して記載する。

社会福祉施設の公共性を鑑みれば、可能な限り福祉避難所の指定を受けることが望ましいが、
仮に指定を受けない場合でも被災時に外部から要援護者や近隣住民等の受入の要望に沿うこと
ができるよう上記のとおり諸条件を整理しておく。

	〈福祉避難所〉
・受け入れ可能人数：〇人
・受け入れ場所：地域交流スペース
・受け入れ期間：3日
・受け入れ条件：家屋の浸水、倒壊等



2 福祉避難所開設の事前準備

福祉避難所として運営できるように事前に必要な物資の確保や施設整備などを進める。
また、受入にあたっては支援人材の確保が重要であり、自施設の職員だけでなく、専門人材の
支援が受けられるよう社会福祉協議会などの関係団体や支援団体等と支援体制について協議し、
ボランティアの受入方針等について検討しておく。

	・受け入れに必要な備蓄類
・資器材のレンタル
・支援人材確保に向けた連携や受け入れ方針
・事務手続きなど




6. 通所サービス固有事項

	【平時からの対応】
・複数の連絡先や連絡手段（固定電話、携帯電話、メールなど）を把握
・利用者の安否確認の方法を検討

・地域の避難方法や避難所に関する情報を事前に確認
・特に必要と判断される備蓄品は改めて購入を検討
・自家発電機等の準備、検討

【災害が予想される場合の対応】
・サービスの休止・縮小の基準に基づいた判断、行動
・必要に応じ、サービスを前倒し
・居宅介護支援事業所との情報共有
・利用者やその家族への事前説明
【災害発生時の対応】
・長期間休止する場合は、居宅介護支援事業所と連携し、必要に応じて他事業所の訪問サービス等への変更を検討。
・緊急連絡先を活用し、利用者家族へ安否確認状況を連絡
・家族への連絡上状況を踏まえて、順次利用者の帰宅を支援
・関係機関と連携しながら事業所での宿泊や近くの避難所への移送などで対応
・スマートフォンやノートパソコンはポータブル充電器やのバッテリーから充電




　

7. 訪問サービス固有事項

	【平時からの対応】
・複数の連絡先や連絡手段（固定電話、携帯電話、メールなど）を把握
・職員が利用者宅を訪問中または移動中である場合の、対応中の利用者への支援手順や、移動中の場合における対応方法の検討。
【災害が予想される場合の対応】
・サービスの休止・縮小の基準に基づいた判断、行動
・必要に応じ、サービスの前倒しを検討
【災害発生時の対応】
・長期間サービスを休止する場合は、居宅介護支援事業所と連携し、必要に応じて他事業所の訪問サービス等への変更を検討。
・利用者への安否確認や、利用者宅を訪問中または移動中の場合の対応。
・居宅介護支援事業所や地域の関係機関との連携の上、可能な場合には、避難先においてサービス提供




8. 居宅介護支援サービス固有事項

	【平時からの対応】
・複数の連絡先や連絡手段（固定電話、携帯電話、メールなど）を把握
・他の居宅介護支援事業所、居宅サービス事業所、地域の関係機関と事前に検討・調整
・避難先へのおくすり手帳の持参に関する指導の実施
【災害が予想される場合の対応】
・利用者が利用する各事業所が定める基準を事前に把握
・必要に応じ、サービスの前倒し等を検討
・休止、縮小を余儀なくされる事を想定し、その際の対応方法を検討
【災害発生時の対応】
・事業所がサービス提供を長期間休止する場合は、他事業所への変更を検討
・避難先において、必要なサービスが提供されるよう調整
・事業が継続できない場合は、他の居宅介護支援事業所、居宅サービス事業所、地域の関係機関と事前に検討・調整



【防災活動隊】隊長：〇〇　地震災害応急対策の実施全般について一切の指揮を行う。





【情報班】行政と連絡を取り、正確な情報の入手に努めるとともに適切な指示を仰ぎ、隊長に報告するとともに、利用者家族へ利用者の状況を連絡する。活動記録をとる。


班長：　　　　　　　　メンバー：





【消化班】地震発生後に直ちに火元の点検、ガス漏れの有無の確認などを行い、発火の防止に万全を期すとともに、発火の際には消化に努める。


班長：　　　　　　　　メンバー：





【応急物資班】食料、飲料水などの確保に努めるとともに、炊き出しや飲料水の配布を行う。


班長：　　　　　　　　メンバー：





【安全指導班】利用者の安全確認、施設設備の損傷を確認し報告する。隊長の指示がある場合は利用者の避難誘導を行う。家族への引継ぎを行う。


班長：　　　　　　　　メンバー：





【救護班】負傷者の救出、応急手当及び病院などへの搬送を行う。


班長：　　　　　　　　メンバー：





【地域班】地域住民や近隣の福祉施設と共同した救護活動、ボランティア受け入れ体制整備、対応を行う。


班長：　　　　　　　　メンバー：








